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情報公開・個人情報保護審査会

令 和 ５ 年 １ １ 月 １ 日

子ども未来部子ども総務課

秋田市個人番号の利用に関する条例の一部改正の概要

１ 条例改正の経緯

個人番号の利用は、原則として番号法に定められた事務（法定事務）に限定さ

れているが、番号法９条２項により、法定事務に準じるものとして自治体独自に

条例で定める事務（独自利用事務）は、個人番号を利用することができる。

独自利用事務は、個人情報保護委員会規則で定める要件を満たし、個人情報保

護委員会に届け出ることで、他の行政機関、地方公共団体等と情報連携をするこ

。 、 、 （ ）とができる また 条例で定めることにより 庁内の部局間での利用 庁内連携

が可能となる。

令和４年３月の地方分権改革に係る提案募集において、マイナンバー制度の情

報連携対象事務に既存の実施事業である「結婚新生活支援事業」の補助金にかか

る事務を加える提案を行ったところ、国より採用された。

それにより、令和５年９月１５日の個人情報保護委員会規則改正による情報連

携の対象となる独自利用事務の要件が緩和されたことに伴い、既存の実施事業で

ある「結婚新生活支援事業」を新たに追加するため、本条例の一部を改正するも

のである。

２ 新たに追加する独自利用事務

(1) 結婚新生活支援事業の概要

ア 経済的理由で結婚に踏み出せない方を支援するため、新婚世帯に対し、住

宅購入費や賃借費、引越費用等の一部を補助するもの。令和２年度より実施

イ 補 助 額 ：１世帯当たり３０万円（婚姻時点で夫婦共に２９歳以下の場合

は６０万円）が上限

ウ 対象経費：住居の購入費・建築費、賃借費（敷金・礼金・仲介手数料・賃

料および共益費 、リフォーム費用、引越費用）

エ 対象世帯：婚姻時に夫婦共に３９歳以下で、夫婦の所得の合計金額が

５００万円未満の世帯

(2) 要件該当性

ア 準ずる先の法定事務

子ども・子育て支援法による子どものための教育・保育給付の支給若しく

は子育てのための施設等利用給付の支給又は地域子ども・子育て支援事業

の実施に関する事務であって主務省令で定めるもの

イ 次の条件を満たすものであること

(ｱ) 準ずる先の法定事務の根拠法律と趣旨・目的がおおむね一致すること。

→ 対象者：結婚し、将来的に子どもの保護者となる可能性のある者

目 的：少子化対策

(ｲ) 法定事務の内容と類似すると認められる場合

→ 地方公共団体から金銭および物品を支給するもの



(3) 改正の主な内容

ア 独自利用事務として追加（別表第１の改正）

事務 事務の内容

結婚に伴う生活の支援に係る補助 新婚世帯に対し、住居費の一部を助成する

金の交付に関する事務 事務

イ 市長部局内の庁内連携を追加（別表第２の改正）

事務 特定個人情報

結婚に伴う生活の支援に係る補助 地方税に関する情報

金の交付に関する事務

令和５年１１月議会３ 提案時期

令和６年７月１日４ 施行期日



秋田市結婚新生活支援事業補助金交付要綱

令和２年５月21日

市 長 決 裁

（趣旨）

第１条 この要綱は、結婚に伴う新生活に係る経費を支援することにより、

少子化対策の強化に資することを目的として、当該者に対し予算の範囲

内において秋田市結婚新生活支援事業補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。

(1) 新婚世帯 婚姻届を提出し受理された日（以下「婚姻日」とい

う。）が、第６条の規定による申請を行う日の属する年度（以下「申

請年度」という。）の前年度３月１日から当該年度３月31日までの日

である夫婦をいう。

(2) 継続補助対象世帯 申請年度の前年度に補助金の交付決定を受けた

世帯であって、交付を受けた額が第５条第１項に定める補助金の額の

上限に達しなかった世帯をいう。

(3) 住居費 婚姻に伴い住居の取得、賃借又はリフォームをする際に要

した費用のうち、次のいずれかに該当するものをいう。

ア 当該住居（建物に限る。）の購入費

イ 当該住居の賃料、敷金、礼金、共益費および仲介手数料

ウ 当該住居のリフォーム費用（既存の住宅の機能の維持又は向上を

図るために行う修繕、増築、改築、設備更新等の工事費用。ただし、

倉庫、車庫に係る工事費用、門、フェンスおよび植栽等の外構に係

る工事費用、エアコン、洗濯機等の家電購入・設置に係る費用は除

く。）

(4) 引越費用 婚姻に伴う引越しに要した費用のうち、引越業者又は運



送業者に支払った費用をいう。

（補助対象世帯）

第３条 補助金の交付を受けることができる新婚世帯は、次の各号のいず

れにも該当する世帯とする。

(1) 申請時における夫婦双方の住民票の住所が申請に係る秋田市内の住

居の所在地となっていること。

(2) 補助金の交付を受けた日から２年以上継続して秋田市内に居住する

意思があること。

(3) 婚姻日における年齢が夫婦共に39歳以下であること。

(4) 申請年度の所得証明書により確認することができる夫婦の所得を合

算した金額が、500万円未満であること。ただし、貸与型奨学金（公的

団体又は民間団体より、学生の修学や生活のために貸与された資金を

いう。）の返済を現に行っている場合は、所得証明書をもとに算出し

た夫婦の所得から、当該所得に係る年に返済した当該貸与型奨学金の

額を控除する。

(5) 他の公的制度による家賃補助等を受けていないこと。ただし、県の

あきた安心安全住まい推進事業関係補助金の支給を受けており、その

支給額の合計が次条に定める補助対象経費を超えない場合は、この限

りでない。

(6) 夫婦の双方又は一方が、過去にこの制度に基づく補助を受けたこと

がないこと。

(7) 夫婦の双方又は世帯構成員が、暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団

員又は同法第２条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な

関係を有する者でないこと。

２ 補助金の交付を受けることができる継続補助対象世帯は、次の各号の

いずれにも該当する世帯とする。

(1) 申請時における夫婦双方の住民票の住所が申請に係る秋田市内の住

居の所在地となっていること。

(2) 補助金の交付を受けた日から２年以上継続して秋田市内に居住する



意思があること。

(3) 他の公的制度による家賃補助等を受けていないこと。ただし、県の

あきた安心安全住まい推進事業関係補助金の支給を受けており、その

支給額の合計が次条に定める補助対象経費を超えない場合は、この限

りでない。

(4) 夫婦の双方又は世帯構成員が、暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員又は同法第２条第２号

に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこ

と。

（補助対象経費）

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」とい

う。）は、申請年度の４月１日から３月31日までの間に支払われた住居

費および引越費用とする。

２ 住居費のうち、住居の賃借に要した費用については、次の各号に掲げ

る場合に応じ、当該各号に定めるところによる。

(1) 賃料および共益費が月払いの場合 ３か月分（継続補助対象世帯が

前年度に交付を受けた補助金の対象となった月がある場合にあっては、

３か月からその月数を差し引いた月数分）を上限とする。ただし、賃

料および共益費を日割りで支払った月については、日割りの日数にか

かわらず１か月分とみなす。

(2) 夫婦の一方が婚姻前に契約し居住していた住居について、他方が後

に同居した場合 同居開始後（住民票における夫婦の住所が同一にな

った日以後をいう。）に支払った費用のみを対象とする。ただし、婚

姻を前提に新たな住居を賃借した場合は、住居の賃貸借契約書等で婚

姻を前提に賃借したことがわかる場合に限り、同居前に支払った費用

を対象とすることができる。

(3) 夫婦が婚姻前から同居していた場合 婚姻後に支払った費用のみを

対象とする。ただし、婚姻を前提に新たな住居を賃借した場合は、住

居の賃貸借契約書等で婚姻を前提に賃借したことがわかる場合に限り、

婚姻前に支払った費用を対象とすることができる。



(4) 勤務する事業所等から住居に係る手当等が支給されている場合 当

該手当等の額を差し引いた額とする。

３ 住居費のうち、住居の購入費について、婚姻日より前に取得した住居

にあっては、婚姻日から起算して１年以内に婚姻を機として取得した住

居に係る購入費を対象とする。

４ 住居費のうち、住居のリフォーム費用について、婚姻日より前に実施

したリフォームにあっては、婚姻日から起算して１年以内に婚姻を機と

して実施したリフォームに係る費用を対象とする。

（補助金の額）

第５条 新婚世帯に対する補助金の額は、補助対象経費に相当する額

（1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額（次項におい

て同じ。））とし、１世帯当たり30万円を上限とする。ただし、婚姻日

における年齢が夫婦共に29歳以下である場合にあっては、１世帯当たり

60万円を上限とする。

２ 継続補助対象世帯に対する補助金の額は、補助対象経費に相当する額

とし、前項に規定する補助金の上限の額から前年度に交付を受けた額を

差し引いて得た額を上限とする。

（補助金の交付申請）

第６条 新婚世帯であって補助金の交付を受けようとする者（夫婦のいず

れか一方に限る。以下「新規申請者」という。）は、秋田市結婚新生活

支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、

当該年度の７月１日から３月31日までの間に市長に提出しなければなら

ない。

(1) 住宅を賃借している場合は、住宅手当支給証明書（様式第２号）又

は給与明細書等（住宅手当の支給額がわかるもの）の写し

(2) 同意書兼誓約書（様式第３号）

(3) 新規申請者に係る婚姻届受理証明書もしくは戸籍の全部事項証明書

（戸籍謄本）又はその写し

(4) 新規申請者およびその配偶者の申請年度における所得証明書（市区

町村が発行する当該者の所得を証明するもの）又はその写し



(5) 住居を購入した場合は、当該住居の売買契約書の写し

(6) 住居を新築した場合は、当該住居の請負契約書の写し

(7) 住居を賃借している場合は、当該住居の賃貸借契約書の写し

(8) 住居をリフォームした場合は、工事の契約内容が確認できる請負契

約書又は請書の写し

(9) 第５号から第８号までのいずれかに係る住居費の領収書等の写し

(10) 引越費用について申請する場合は、引越費用の領収書等の写し

(11) 貸与型奨学金の貸与を受けている場合は、当該貸与型奨学金の返還

証明書等又はその写し

(12) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

２ 継続補助対象世帯であって補助金の交付を受けようとする者（前年度

に補助金の交付決定を受けた者に限る。以下「継続申請者」という。）

は、秋田市結婚新生活支援事業補助金（継続分）交付申請書（様式第８

号）に次に掲げる書類を添えて、当該年度の７月１日から３月31日まで

の間に市長に提出しなければならない。ただし、住宅を賃借している場

合であって、前年度から引き続き同一の住宅を賃借している場合は、前

項第７号に掲げる書類を省略することができるものとする。

(1) 同意書兼誓約書（継続分）（様式第９号）

(2) 前項第１号および第５号から第10号までに掲げる書類

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（交付の決定等）

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査

し、補助金を交付することが適当であると認めるときは、秋田市結婚新

生活支援事業補助金交付決定通知書（様式第４号）により新規申請者ま

たは継続申請者に通知するものとする。

２ 市長は、補助金を交付することが適当でないと認めたときは、秋田市

結婚新生活支援事業補助金不交付決定通知書（様式第５号）により新規

申請者または継続申請者に通知するものとする。

（補助金の請求および交付）

第８条 前条第１項の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補



助対象者」という。）は、補助金の交付を受けようとするときは、秋田

市結婚新生活支援事業補助金請求書（様式第６号）を市長に提出するも

のとする。

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、補助金を交付するも

のとする。

（交付決定の取消し）

第９条 市長は、補助対象者が次の各号のいずれかに該当するときは、補

助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合にお

いて、市長は秋田市結婚新生活支援事業補助金交付決定取消通知書（様

式第７号）により補助対象者に通知するものとする。

(1) 虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。

(2) この要綱に違反する行為があったとき。

（補助金の返還）

第10条 補助対象者は、市長が補助金の交付決定を取り消した場合におい

て、補助金が既に交付されているときは、速やかに当該補助金を返還し

なければならない。

（報告等）

第11条 市長は、補助金の交付前又は交付後にかかわらず、必要があると

認めるときは、補助対象者に対し、報告又は書類の提出（次号において

「報告等」という。）を求めるものとする。

２ 補助対象者は、報告等を求められたときは、速やかに応じなければな

らない。

（委任）

第12条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。

附 則

この要綱は、令和２年７月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和２年１０月１日から施行する。



附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和４年７月１日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は令和５年５月３１日から施行する。

（経過措置）

２ 令和５年度に申請を行う継続補助対象世帯に対する改正後の秋田市結

婚新生活支援事業補助金交付要綱第５条第２項の規定の適用については、

同項中「前項に規定する補助金の上限の額」とあるのは、「30万円」と

する。


